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1.  20年9月期の連結業績（平成19年10月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年9月期 70,253 10.5 2,717 △43.3 2,646 △44.3 689 △73.6

19年9月期 63,596 7.4 4,791 23.7 4,747 23.2 2,608 26.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期

純利益
自己資本当期純利益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年9月期 63.35 ― 4.2 5.8 3.9
19年9月期 239.53 ― 17.1 11.4 7.5

（参考） 持分法投資損益 20年9月期  ―百万円 19年9月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年9月期 44,971 16,441 36.6 1,509.63
19年9月期 45,824 16,326 35.6 1,499.08

（参考） 自己資本   20年9月期  16,441百万円 19年9月期  16,326百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年9月期 2,106 △359 △1,479 797
19年9月期 △2,322 △2,093 4,424 531

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額（年
間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年9月期 ― ― ― 45.00 45.00 490 18.8 3.2
20年9月期 ― ― ― 45.00 45.00 490 71.0 3.0

21年9月期 
（予想）

― ― ― 45.00 45.00 ――― 30.8 ―――

3.  21年9月期の連結業績予想（平成20年10月1日～平成21年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 39,639 5.6 2,369 22.5 2,253 20.3 1,177 29.9 108.07
通期 74,192 5.6 3,567 31.3 3,406 28.7 1,593 130.9 146.27
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

（注）詳細は７ページ「企業集団の状況」をご覧ください。  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、39ページ「１株当たり情報」をご覧ください。  

新規 1 社 （ 社名 株式会社ダック ） 除外 ― 社 （ 社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年9月期  10,891,000株 19年9月期  10,891,000株

② 期末自己株式数 20年9月期  177株 19年9月期  73株

（参考）個別業績の概要 

1.  20年9月期の個別業績（平成19年10月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年9月期 48,329 △3.6 2,352 △35.6 2,350 △37.3 698 △62.2

19年9月期 50,133 6.6 3,652 18.1 3,750 20.4 1,846 30.5

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

20年9月期 64.10 ―

19年9月期 169.59 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年9月期 41,267 15,003 36.4 1,377.64
19年9月期 41,269 14,876 36.0 1,365.96

（参考） 自己資本 20年9月期  15,003百万円 19年9月期  14,876百万円

2.  21年9月期の個別業績予想（平成20年10月1日～平成21年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等によ
り、上記予想数値と異なる場合があります。 
 なお、上記予想に関する事項は添付資料の４ページを参照して下さい。  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期累計期間 25,863 1.1 1,687 7.6 1,668 6.4 834 6.2 76.58
通期 49,526 2.5 2,447 4.0 2,435 3.6 997 42.8 91.54

- 2 / 65 - 



１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

（当期の経営成績）

　当連結会計年度におけるわが国経済は、依然として個人消費に力強さが見られず、企業収益も弱含みで推移し、

設備投資も横ばい基調であることから、景気回復は足踏み状態が続いているものと認識しております。加えて、米

国景気の不透明感や原油価格の水準等から、景気が下振れする懸念がさらに高まっており、依然として楽観視でき

る経営環境にないものと認識しております。主たる事業である引越業界におきましては、住宅着工・販売状況の悪

化、輸送燃料の高騰や資材原価の上昇等、大変厳しい環境となってきております。 

 このような状況のもと、当社グループは前連結会計年度に続き、引越事業におきましては転勤需要の源となる法

人企業へのアプローチや、新築マンションへの入居者の紹介を狙ったデベロッパーとの関係構築など、法人顧客に

対する戦略を継続して展開するほか、個人向けの各種キャンペーンの実施など販路拡大に努めました。

　以上の結果から、当社グループでは、売上高につきましては70,253百万円と前連結会計年度に比べ6,657百万円

の増収（10.5％増）となりました。経常利益につきましては2,646百万円と前連結会計年度に比べ2,101百万円の減

益（44.3％減）となりました。

 なお、当連結会計年度では、特別損失として投資有価証券評価損153百万円を計上しております。このほか、取引

先であった広告業者の資金繰りの悪化により貸倒引当金繰入額914百万円を計上したこと等により、当期純利益は

689百万円と前連結会計年度に比べ1,918百万円の減益（73.6％減）となりました。

 

　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 

○引越事業

　引越業界においては、各社が厳しい価格競争を続けておりますが、当社はＣＳ（顧客満足）を機軸としながら、

社会環境の変化や顧客ニーズを先取りした新商品、新サービスの開発に注力しております。

　引越事業におきましては、引き続き当社の得意とする法人チャンネルが順調に推移いたしました。企業との契約

による転勤顧客受注が拡大したことに加え、各種取次チャンネルからの受注も引き続き拡大いたしました。一方で、

前連結会計年度の「ドラミちゃん冷温庫」キャンペーンに替えて、「ドラえもん加湿器」プレゼントキャンペーン

を実施するなど、個人チャンネルの獲得にも注力いたしましたが、残念ながら同チャンネルの受注は減少すること

となりました。

　また、当連結会計年度より株式会社ダック（ダック引越センター）を連結対象に加え、２つのブランドのもとで

より幅広い顧客層の獲得を目指し、売上高につきましては47,640百万円と前連結会計年度に比べ4,610百万円の増

収（10.7％増）となりました。また、営業利益につきましては、燃料及び資材原価の高騰に加え、受注平均単価の

低下等の要因により、4,019百万円と前連結会計年度に比べ1,615百万円の減益（28.7％減）となりました。

 ○輸入車販売事業

　当連結会計年度におきましては、販売の主力となる欧州車の取扱いにおいて、希少性及び付加価値の高いプレミ

アムカーの販売に注力いたしましたが、為替(ユーロ)高騰の影響により、車輌仕入の取り扱いを慎重に進めたこと

等の結果、売上高につきましては4,907百万円と前連結会計年度に比べ2,071百万円の減収（29.7％減）となりまし

た。営業利益につきましては、72百万円と前連結会計年度に比べ112百万円の減益（61.0％減）となりました。

 ○国内物流事業

　当連結会計年度におきましては、前連結会計年度に引き続いて家電・家具の輸送取扱量が堅調に推移したことに

加え、メーカーの資材調達物流の受注増が寄与し、売上高につきましては6,051百万円と前連結会計年度に比べ15

百万円の増収（0.3％増）となりました。また、営業利益につきましては、燃料等の高騰の他、輸送に係る外注コ

ストの増加により、578百万円と前連結会計年度に比べ106百万円の減益（15.5％減）となりました。

 ○住宅関連事業　

　当連結会計年度におきましては、関東地区における分譲マンションの竣工により、その販売が順調に推移したこ

とに加え、建売住宅の販売戸数を大きく伸ばし、売上高につきましては、7,501百万円と前連結会計年度に比べ

2,580百万円の増収（52.4％増）となりました。営業利益につきましては232百万円と前連結会計年度に比べ27百万

円の増益（13.2％増）となりました。

 ○その他の事業

　当連結会計年度におきましては、ライフサポート事業において、㈱コティ、㈱グレースの売上高が加味されたこ

とから、売上高につきましては、4,152百万円と前連結会計年度に比べ1,521百万円の増収(57.9％増)となりました。

また、営業利益につきましては、物販事業におきまして仕入コストが上昇したことにより、営業損失411百万円（前

連結会計年度は75百万円の営業利益）を計上いたしました。
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（次期の見通し）

　当社グループは、翌連結会計年度におきましても基幹事業である引越事業において業績を確実に伸長させるとと

もに、グループ各事業間でさらに相乗効果を発揮し、業容の拡大を図ってまいります。引越事業におきましては、

引き続き強みである法人需要の取扱いを拡大していくとともに、営業拠点の増設・人員の拡充を進め、効率的で質

の高い生産力の増進に努めてまいります。さらに株式会社ダック（ダック引越センター）と２つのブランドのもと

で、より幅広い顧客層の獲得を進めてまいります。また、ライフサポート事業（その他の事業）におきましても、

株式会社コティ及び株式会社グレースを加えて、幅広い保育サービスを実施できる基盤の整備を進めておりま

す。

　平成21年９月期の通期の業績予想につきましては、連結売上高74,192百万円、連結営業利益3,567百万円、連結

経常利益3,406百万円、連結当期純利益1,593百万円を見込んでおります。

 

(2）財政状態に関する分析

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フロー

は2,106百万円の収入となり、投資活動によるキャッシュ・フローは359百万円の支出となりました。また、財務活

動によるキャッシュ・フローは1,479百万円の支出となり、その結果、資金の期末残高は797百万円となりまし

た。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

 ○営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動による資金は2,106百万円の収入（前連結会計年度は2,322百万円の支出）となりました。これは主

として、税金等調整前当期純利益1,609百万円、減価償却費1,168百万円、貸倒引当金の増加930百万円、売上債

権の減少576百万円、法人税等の支払2,146百万円によるものであります。

 ○投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動による資金は359百万円の支出（前連結会計年度は2,093百万円の支出）となりました。これは主と

して、有形固定資産の取得による支出735百万円、有形固定資産の売却による収入237百万円によるものであり

ます。

 ○財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動による資金は1,479百万円の支出（前連結会計年度は4,424百万円の収入）となりました。これは主

として、借入金の返済による支出888百万円、配当金の支払490百万円によるものであります。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 　当社は、財務体質の強化及び今後の事業展開に備えた内部留保を確保しながら安定的な配当を継続するととも

に、株主に対する利益還元を経営上の重要な課題として捉えており、業績を勘案しながら柔軟な配当を実施してい

くことを基本方針としております。なお、内部留保資金につきましては、中長期的な視野に立った成長事業分野へ

の資金需要に充当させるほか、有利子負債を圧縮し財務体質の強化を図るべく活用してまいります。

　当期の配当につきましては、１株につき期末配当45円の配当を予定しております。

(4）事業等のリスク

①財政状態及び経営成績の異常な変動に係るもの

ａ．遊休地を中心とした土地の評価損と、「減損会計」の導入による影響について

　当社グループは、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６

号　平成15年10月31日）を適用しております。

　今後において固定資産に減損の兆候が認められ、新たに減損損失の認識をすべきと判定された場合には、その減

損処理が発生し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

ｂ．引越事業のマーケットが成熟していることについて

　引越需要は人口動態の影響を大きく受けております。将来の人口動態を展望いたしますと、総人口は平成18年に

ピークを迎え、その後減少に転じております。また、一般世帯総数のピークは総人口のピークから９年遅れて平成

27年から減少に転じると予想されております（国立社会保障・人口問題研究所　平成15年調べ）。

　そのような状況下、引越需要が少ない65歳以上の年齢層の世帯数については、今後全世帯数の伸び率を上回って

推移することや、一世帯当たりの平均世帯人数についても徐々に減少することが予想されており（同研究所調べ）、

引越業界をとりまく外部環境は決して楽観視できるものではありません。
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　したがって、以上のような外部要因の変化によって、国内の引越需要は逓減傾向を示すとともに、その中身も小

型化していく可能性があることから、今後の人口動態の如何によっては経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　また、引越事業を営んでいる事業者は、小規模なものを含めると無数にあり、参入障壁も低いことから、今後も

新規参入が継続的に起こると予想されます。今後、競合や新規参入が激化した場合には、価格競争による引越単価

の下落等、当社の経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

ｃ．金利の動向が業績へ与える影響について

　当社グループの総資産に対する有利子負債の割合は、当連結会計年度において44.6％となっており、借入金への

依存度が比較的高い財務構成となっております。

　当社グループは財務体質の強化を図るべく有利子負債の削減と同時に、社債の発行や金利スワップ等の利用も含

め調達における金利の固定化を進めてまいりますが、今後の金利動向によっては当社グループの財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

勘定科目

前連結会計年度

（自　平成18年10月１日

至　平成19年９月30日）

当連結会計年度

（自　平成19年10月１日

至　平成20年９月30日）

短期借入金（百万円） 9,200 9,000

１年内償還予定の社債（百万円） 100 －

１年内返済予定の長期借入金（百万円） 4,259 4,225

社債（百万円） － －

長期借入金（百万円） 6,181 6,851

有利子負債合計（百万円）　（ａ） 19,741 20,076

総資産額（百万円）　　　　（ｂ） 45,824 44,971

（ａ）　／　（ｂ）　　　　　（％） 43.1 44.6

社債利息を含む支払利息（百万円） 223 277

②特有の法的規制等によるもの

ａ．貨物自動車運送事業法並びに貨物利用運送事業法について

　当社が主たる事業として営んでおります引越事業につきましては自動車による運送が主でありますが、かかる事

業を行うに当たっては貨物自動車運送事業法並びに貨物利用運送事業法によって国土交通大臣の認可を受ける必要

があります。

　これらの法令には一営業所につき車輌が５台以上必要であること、車令が耐用年数を超えないものであること、

「運行管理者」及び「整備管理者」が適切に配置されていること等の事業上の制約等が定められております。貨物

自動車運送事業法につきましては、平成15年４月に改正が行われ、営業区域の撤廃や料金の事前届出の廃止等によ

り規制緩和の方向にあります。また、平成18年10月の改正におきましては、事業経営者の安全確保義務規定が強化

されております。当社グループは、このような各種法改正に対しまして適切に対応しておりますが、今後の同法及

び関連する諸規則の改正の状況によっては、当社の経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　認可の継続性につきましては、貨物自動車運送事業法は昭和47年３月に「事業者番号 近大253号」として、また

貨物利用運送事業法は昭和52年に「登録番号　大第1766号」として国土交通大臣（当時運輸大臣）の認可を受けて

おりますが、当該認可につきましては、有効な期間等の定めはありません。また、失効の条件が定められておりま

すが、失効の事由に相当する事実または可能性につきましては現時点において存していないものと認識しておりま

す。しかしながら、将来何らかの事由により認可の取消があった場合につきましては、当社の主要な事業活動に支

障をきたすものであり、当社の経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

ｂ．排気ガスの抑制に関する諸規制について

　自動車の排気ガスについては各種の法規制が進行しており、全国レベルでは「自動車から排出される窒素酸化物

及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法」（通称　自動車ＮＯｘ・ＰＭ法）が、また

自治体レベルでは東京都の「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」等を始めとして神奈川、埼玉、千葉

の一都三県で自動車の排気ガスを規制する条例が施行されております。また、一都三県の条例と類似した条例は他

の自治体においても検討が進んでおり、大阪府におきましては「大阪府生活環境の保全等に関する条例」の改正に

伴い、平成21年１月より自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の排出基準を満たさないトラック・バス等に対する流入車規制が開

始されることとなりました。

　当社グループといたしましては、各種規制への対応を順次進めておりますが、その動向の如何によっては、当社

グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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ｃ．児童福祉法及び児童福祉法施行令に基づく保育施設に対する諸規制について

　当社グループは、「認可外保育施設指導監督基準」に準拠した認可外保育施設、「東京都認証保育所事業実施要

綱」の要件を満たした「認証保育園」の運営を行っております。どちらも、児童福祉法及び児童福祉法施行令に基

づいた規制を受けているほか、各地方自治体による立入り検査・指導監督に応じることが定められております。

　これらの許認可は期間の更新手続き等の定めはありません。また、許認可の取消しの事由に相当する事実または

可能性につきましては、現時点において存していないものと認識しております。しかしながら、将来何らかの事由

により許認可の取消があった場合には、保育所運営が困難となり、当社グループの業務に対するお客様の信頼低下

や評判悪化等により、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

③労働災害発生によるリスクについて

　当社グループでは、主として引越事業及び国内物流事業の現業部門において、作業員による車輌等の運転・操作、

人力による家具等の重量物の運搬、高所への昇降及び高所での作業を行っております。当社グループではこうした

現業での労働災害を防止すべく、作業に従事する従業員等の健康・安全には充分な注意を払っておりますが、労働

災害の発生リスクは常に存しております。こうした労働災害が発生した場合、従業員等の死傷といった人的損害に

加え、当該従業員等及びその家族への補償、作業の一時中断・遅延等に伴うお客様への補償等、金銭的損害が発生

する可能性もあります。当社グループでは、こうした損害に備えるため各種の保険に加入しておりますが、損害の

全てが保険によりカバーされるわけではなく、また、労働契約上の安全配慮義務違反や不法行為責任等に基づく損

害賠償義務を負う可能性もあり、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

　さらに、当社の業務に対するお客様の信頼低下や評判悪化等により、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。

④住宅関連事業について

ａ．販売用不動産について

　販売用不動産には時価の変動リスクがあるとともに、事業計画の進捗次第では予定している回収額に満たない場

合や、様々な要因により計画を変更せざるを得ないリスクがあります。これらの要因により資産価値に変動が生じ

た場合は、当社グループの経営成績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

ｂ．マンション事業について

　分譲マンションの開発は、開発用地の調査・取得から企画設計、建築、販売活動を経て売上代金の回収に至るま

で長期間を要するものであります。この間、不動産市況の変化や金利変動、事業関係者の状況変化によっては、開

発計画の変更を招くことも想定され、その場合には、当社グループの経営成績及び財政状況に影響を及ぼす可能性

があります。

⑤個人情報について

　当社グループは、「個人情報の保護に関する法律」に規定する個人情報取扱事業者に該当しております。当社グ

ループではプライバシーポリシーを制定し、全従業員に対して個人情報の重要性の認識を徹底させることはもちろ

ん、情報管理についての安全性及び信頼性については万全の対策を講じることで、個人情報の管理の強化に努めて

おります。しかしながら、何らかの原因により個人情報が外部に漏洩した場合は、当社グループの信頼低下や評判

悪化等により、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑥保育事業について

　当社グループは、多数の保育施設を運営しており、多くの乳幼児をお預かりしております。当然、お預かりする

お子様の安全には万全の体制で臨んでおりますが、乳幼児は予期できない事故を被る可能性を持っております。当

社グループにおきましては、これまで事業運営に対して影響を与えるに至る諸問題は発生しておりませんが、万一

重大な事故等が発生した場合は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑦重要な訴訟事件等の発生に係るもの

　「４．連結財務諸表　追加情報  係争事件」に記載のとおり、当社は、広告業者３社から総額2,630,038千円の未

払金、広告代金等及び委託代金等請求訴訟を提起され、現在係争中であります。

　現在判明している状況からみて、請求に理由はないものと確信しておりますが、万が一、和解若しくは敗訴となっ

た場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

　当社グループは、当社及び連結子会社８社、非連結子会社１社から構成されており、引越事業を核としながら、「暮

らし」をキーワードとして、生活をとりまく各種事業を展開しております。

　事業内容と当社及び連結子会社の当該事業にかかる位置付けは、次のとおりであります。

 

事業の種類別

セグメントの名称
主要製品及びサービス 当社及び子会社

引越事業 引越サービス（国内引越、海外引越）

オフィス移転

ハウスクリーニング…家屋清掃

エプロンサービス…荷造り、荷解き

各種電気工事…エアコン等家電製品の脱着

当社

ART VAN LINES USA,INC.　　（連結子会社）

ART VAN LINES(H.K.)LIMITED（連結子会社）

㈱ダック　　　　　　　　　（連結子会社）

　　　　　　　　　　　　　　　（注）1.

輸入車販売事業
輸入車販売

車輌メンテナンスサービス
当社

国内物流事業 一般貨物自動車運送 アートバンライン㈱　　　　（連結子会社）

住宅関連事業
住宅設計施工販売

住宅リモデリング

住宅リフォーム

住宅用土地販売

マンションデベロッパー事業

アートプランニング㈱　　　（連結子会社）

その他の事業
○物販事業

引越事業における販売商品の企画及び卸売

国内及び海外の農水産物の産直無店舗販売

健康食品、耐久消費財・雑貨等の販売

カタログ通信販売

ギフト商品の企画販売

家電製品等の販売

フットワークインターナショナル㈱

　　　　　　　　　　　　　（連結子会社）

○ライフサポート事業

保育園運営並びに各種家事支援サービス

 

 

当社

㈱コティ　　　　　　　　　（連結子会社）

㈱グレース　　　　　　　　（連結子会社）

 

 （注）１.当連結会計年度における主要な関係会社の異動状況は以下のとおりであります。

　株式会社ダックは、平成19年10月に株式を取得したことにより、当連結会計年度より連結子会社

となりました。
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 以上の関連を事業系統図に示すと次のとおりになります。

  

　住宅関連事業

　アートプランニング㈱

　国内物流事業

　アートバンライン㈱

　その他の事業（物販事業）

　輸入車販売事業

　その他の事業

（ライフサポート事業）

　引越事業

　当社 非連結子会社

　連結子会社

一
般
顧
客

FOOTWORK U.K. LIMITED

フットワークインターナショナル㈱

　㈱コティ

　㈱グレース

車輌メンテナンス

引越付帯
サービス

運送
サービス

事務
サービス

事務
サービス

資金貸付

引越付帯
サービス

事務所建設

事務所・倉庫建設

商品管理・配送サービス

商品企画・卸売
事務サービス

アートコーポレーション㈱
資
金
貸
付

　ART VAN LINES USA,INC.

　ART VAN LINES (H.K.) LIMITED
　㈱ダック

資金貸付 資金貸付
引越サービス 車輌

メンテナンス
引越サービス
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社グループは、次の５つを基本理念として掲げ、経営の基本方針としております。

○夢を共有する、強い会社・楽しい会社づくりをめざします。

　アートグループは、創業当初からの基本理念として、全社員がそれぞれの夢を持ち、その夢と会社の夢のベク

トルが同じ方向に向かうことによって、それぞれの夢の実現が結果的に会社の夢の実現につながるような会社で

ありたいと考えています。

　強い会社とは、従業員一人一人が、「個」の立場で、その職種にかかわらずそれぞれの持ち場において、他社

の同じような立場の人に比べると強い従業員になることが、結果的に強い会社をつくる、ということです。

　楽しい会社とは、努力するときは従業員皆で一体となって努力し、汗をかき、楽しむときは従業員皆で徹底的

に楽しめる社風の会社をめざす、ということです。

○暮らし方を提案する企業をめざします。

　アートグループは、引越事業を核としながら、引越に関連する分野はもちろんのこと、引越に限らず、「暮ら

し」をキーワードとして、生活をとりまくすべてにわたって、暮らし方を提案する企業をめざします。

○「the 0123」のブランドイメージを高め、すべてのサービスに展開していきます。

　アートグループは、「the 0123」 というブランドイメージに期待されている、斬新で清潔、スマートさと高品

質で信頼のおけるサービスを提供する企業というイメージを、これからも徹底的に維持し、向上させ、これから

展開される全ての事業分野において「the 0123」 アートらしさを追求していきます。

○ＣＳ（顧客満足）とＥＳ（従業員満足）を経営の機軸に置きます。

　アートグループは、グループ経営の機軸をＣＳ（カスタマー・サティスファクション：顧客満足）とＥＳ（エ

ンプロイ・サティスファクション：従業員満足）に置き、お客さま満足の追求と同時に、従業員の満足をもたら

すことが、「the 0123」アートブランドへ信頼感をあたえる第一の道であり、企業経営の柱とします。

○顧客・株主・従業員・取引先等、当社を取りまくすべての関係者の共存をめざします。

　アートグループは、顧客をはじめ、株主、当社グループで働く従業員（含むアルバイト社員）、関係協力会社

等、当社グループをとりまくすべての人々が当社グループと関係を持つことにより、お互いが相互に努力し、結

果としてウィン・ウィンな関係を構築できることによって、社会に貢献することのできる企業の存在を目標とし

ます。

 

　当社グループは、引越業界におけるリーディングカンパニーとして長年培ってきたＣＳ経営を機軸に、引越事業の

みならず輸入車販売事業、国内物流事業等当社グループの事業分野全てにおいて、高品質のサービスと商品を提供す

る「暮らし方提案企業」を目指すことを経営の基本方針としております。

　当社グループは、顧客、株主、従業員、取引先、地域社会等のステークホルダーと良好な関係を維持し、企業価値

の向上に努めてまいります。また透明度の高い迅速な情報開示を常に心掛け、業績の向上を通じ株主の期待にこたえ

るべく事業活動を展開してまいります。

　当社グループは、社会の一員として社会秩序や安全に脅威を与える反社会勢力とは一切関係を持たず、不当要求に

対しては毅然と対応することとしております。また、反社会的勢力による被害の防止は、業務の適正を確保するため

に必要な法令等遵守・リスク管理事項として、内部統制システムに明確に位置付けております。

(2）目標とする経営指標

　当社グループが主たる事業としております引越事業は、市場全体として成熟傾向にありますが、当社はシェアの拡

大を通じて売上高を拡大させております。また輸入車販売事業、国内物流事業、住宅関連事業並びにその他の事業に

つきましても、いずれも一層の拡大を目論んでおります。

　したがいまして当社は、資本の効率的な使用を重視したＲＯＥ（株主資本利益率）等の指標ではなく、シェア並び

に事業の拡大による売上高の成長と、安定的な株主価値の向上に繋がる経常利益の成長を重要な要素として捉え、売

上高経常利益率を最重要指標として認識しております。

　売上高経常利益率につきましては、経営陣のみならず支店運営責任者等においても常に目標としている指標であり

ます。なお、引越事業においては、各支店ごとに日次ベースでの売上高、営業利益、経常利益の管理を行っており、

このような積み重ねが株主価値の向上に繋がるものと考えております。
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(3）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題

　当社グループが主たる事業として営んでおります引越事業につきましては、人口減少を迎えるわが国の状況を勘案

いたしますと、市場全体の規模は成熟傾向にあると言わざるをえません。

　このような経営環境下において、当社グループといたしましては、以下の項目を重点課題として取り組んでまいり

ます。

・引越業界における当社の優位性を確固たるものとし、さらなるシェア向上を図るための方策を進めてまいります。

具体策として、転勤引越に付帯して発生するリロケーション業務に踏み込むなど法人企業の囲い込み、また各種

会員システムを擁する企業及びマンションデベロッパー、賃貸仲介会社等とのアライアンスを積極的に推し進め

ることにより、引越需要を川上から取り込むべく注力してまいります。

・従来の「the 0123」ブランドの顧客層に加え、「ダック引越センター」ブランドを利用してより幅広い顧客層を

取り込むことにより、グループとして引越マーケットにおける更なるシェア拡大に注力してまいります。

・受注増に対応する効率的な生産体制を構築すべく、需要に応じて新規拠点を展開してまいります。同様に支店経

営を担う幹部社員の育成にも力を入れてまいります。

・引越の需要は３月～４月、月末、週末等に集中する傾向がありますが、これを平準化して受注することが、サー

ビス水準の均質化につながり、また同時に収益の安定化をもたらすものであると認識しており、平準化を促すよ

うな商品設定等に注力してまいります。

・ＣＳ経営を機軸とした経営の中で高品質のサービスを追求すべく、お客様の「あったらいいな」を実現させる新

サービス、新商品の開発とともに、社員教育の強化に努めてまいります。

・ゴミゼロの引越を目指す当社では、「お引越をもっとラクに、もっとエコに。」をコンセプトに、新たなリユー

ス資材「エコ楽ボックス」を開発いたしました。今後も環境にやさしく、顧客の負担も軽減できるような新しい

引越を提案するサービス・資材開発を続けてまいります。

　輸入車販売事業につきましては、為替相場の変化によって影響を受ける可能性があります。主として欧州車を取り

扱っているため、ユーロ相場の動向には充分な注意を払う必要があります。

　当社グループといたしましては、為替相場動向の影響を排除し、安定した収益を確保するために以下の項目を重点

課題として取り組んでまいります。

・他社との競合を回避し得る希少車種または希少モデルの安定的かつ機動的な仕入ルートを構築するため、欧州に

おける代理店の強化、整備を行ってまいります。

・通貨スワップ等の活用により、仕入における為替変動リスクを回避してまいります。

・為替相場の動向に左右されない車輌メンテナンス部門の拠点網を整備、拡大してまいります。

　国内物流事業につきましては、拡大する事業内容に対応するため拠点網の拡充並びに設備の増強をすすめており、

以下の項目を重点課題として取り組んでまいります。

・引越事業とのシナジー効果を発揮することにより、各種イニシャルコストの負担を回避するだけではなく、「the 

0123」グループとしてのブランド力と総合力を発揮することで着実に業績を拡大してまいります。

・引越事業で培った家電・家具等の配送に関するスキルやノウハウを積極的にアピールすることにより、更なる顧

客の獲得に邁進してまいります。

　住宅関連事業につきましては、住宅用土地販売及び住宅設計・施工販売が堅調に業績を伸ばしていることに加え、

ＪＶ（共同企業体）による新築分譲マンションの開発並びに販売を行っております。

　このような状況におきまして、今後もリスクを最小化しながら安定して業容を拡大させ、収益を確保していくうえ

で、以下の項目を重点課題として取り組んでまいります。

・住宅用地取得ルートのさらなる拡充及び計画的な用地取得を推進してまいります。

・業容の拡大に備え、営業部門の販売力を強化してまいります。

・引越事業、その他の事業（物販事業）へのシナジー効果を追求し、より効果的な収益体質を目指してまいります。

　その他の事業（物販事業）につきましては、当社グループは、連結子会社であるフットワークインターナショナル

株式会社が長年に亘って蓄えてきた産直通信販売を中心とする物販事業のノウハウを取得し、当社グループのさまざ

まなネットワークを活用する事で事業拡大が見込めるものと考え、以下の項目を重点課題として取り組んでまいりま

す。
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・フットワークインターナショナル株式会社が扱っている産直食品等の通信販売等を、引越を中核とする当社グルー

プの各販売チャンネルを活用して販売を拡大してまいります。

　また、その他の事業（ライフサポート事業）につきましては、前連結会計年度より、病院や企業内等での運営受託

型保育園を中心として事業展開する株式会社コティ及び東京都並びに神奈川県において認証保育園並びに認可保育園

を運営する株式会社グレースを連結子会社としております。

・両社が持つ様々な形態の保育園運営ノウハウを生かし、当社グループのネットワークを活用しつつ全国に拠点網

の整備と拡充を進め、業容を拡大・充実させてまいります。

　財政上の課題といたしましては、株主資本の効率的な運用をめざしつつ、同時に有利子負債の圧縮を図ることによ

り財務体質の強化を図ります。
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

  
前連結会計年度

（平成19年９月30日）
当連結会計年度

（平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   531,226   797,876  

２．受取手形及び売掛金 ※５  5,590,069   5,138,808  

３．たな卸資産   16,146,785   16,215,419  

４．繰延税金資産   397,232   316,387  

５．その他   2,354,646   1,132,406  

貸倒引当金   △97,497   △107,683  

流動資産合計   24,922,464 54.4  23,493,215 52.2

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※２ 7,910,403   8,068,041   

減価償却累計額  3,027,861 4,882,541  3,484,289 4,583,751  

(2）機械装置及び運搬具  6,441,606   6,797,150   

減価償却累計額  5,136,762 1,304,843  5,784,612 1,012,538  

(3）土地 ※２  8,459,943   8,880,187  

(4）建設仮勘定   －   25,000  

(5）その他  689,345   731,915   

減価償却累計額  406,439 282,906  448,343 283,572  

有形固定資産合計   14,930,234 32.6  14,785,050 32.9

２．無形固定資産        

(1）のれん   714,796   580,978  

(2）その他   408,192   382,966  

無形固定資産合計   1,122,989 2.4  963,944 2.2

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   829,003   1,149,555  

(2）長期貸付金   444,387   408,703  

(3）繰延税金資産   439,557   764,800  

(4）その他 ※１  3,353,224   4,554,253  

貸倒引当金   △216,931   △1,147,799  

投資その他の資産合計   4,849,241 10.6  5,729,514 12.7

固定資産合計   20,902,465 45.6  21,478,508 47.8

資産合計   45,824,930 100.0  44,971,723 100.0
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前連結会計年度

（平成19年９月30日）
当連結会計年度

（平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金   3,643,189   3,168,990  

２．短期借入金 ※２  9,200,000   9,000,000  

３．１年内償還予定の社債   100,000   －  

４．１年内返済予定の長期借
入金

※２  4,259,396   4,225,000  

５．未払法人税等   1,334,257   250,288  

６．賞与引当金   514,306   523,277  

７．役員賞与引当金   99,200   6,500  

８．工事補償損失引当金   2,321   2,407  

９．その他   3,088,680   3,359,394  

流動負債合計   22,241,350 48.5  20,535,857 45.6

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※２  6,181,981   6,851,900  

２．繰延税金負債   －   18,555  

３．退職給付引当金   15,469   55,657  

４．役員退職慰労引当金   895,830   928,402  

５．その他   163,878   140,205  

固定負債合計   7,257,159 15.9  7,994,721 17.8

負債合計   29,498,510 64.4  28,530,578 63.4

        

(純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

 　１．資本金   2,228,570 4.9  2,228,570 4.9

   ２．資本剰余金   2,510,990 5.5  2,510,990 5.6

 　３．利益剰余金   11,564,018 25.2  11,763,856 26.2

　 ４．自己株式   △169 △0.0  △410 △0.0

 　株主資本合計   16,303,408 35.6  16,503,005 36.7

 Ⅱ　評価・換算差額等        

   １．その他有価証券評価差額
金

  △17,953 △0.0  △61,030 △0.1

 　２．繰延ヘッジ損益   41,311 0.0  2,889 0.0

 　３．為替換算調整勘定   △347 △0.0  △3,719 △0.0

   評価・換算差額等合計   23,010 0.0  △61,860 △0.1

   純資産合計   16,326,419 35.6  16,441,145 36.6

   負債及び純資産合計   45,824,930 100.0  44,971,723 100.0
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(2）連結損益計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   63,596,504 100.0  70,253,720 100.0

Ⅱ　売上原価   46,465,452 73.1  52,102,941 74.2

売上総利益   17,131,052 26.9  18,150,778 25.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  12,339,222 19.4  15,432,934 21.9

営業利益   4,791,830 7.5  2,717,843 3.9

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  14,483   12,946   

２．受取配当金  11,732   16,432   

３．賃貸収入  41,556   51,478   

４．投資有価証券売却益  51,925   529   

５．貸倒引当金戻入益  －   3,643   

６．補助金収入  －   38,702   

７．その他  109,385 229,083 0.4 164,033 287,765 0.4

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  223,722   277,965   

２．賃貸原価  20,143   19,004   

３．投資有価証券売却損  2,129   －   

４．その他  27,317 273,313 0.4 62,208 359,178 0.5

経常利益   4,747,600 7.5  2,646,430 3.8

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ 56,624   84,336   

２．貸倒引当金戻入額  132,351   －   

３．債務免除益  38,000 226,976 0.4 － 84,336 0.1

Ⅶ　特別損失        

　１．投資有価証券評価損  －   153,377   

　２．貸倒損失  130,003   －   

　３．貸倒引当金繰入額  125,449   916,739   

４．固定資産売却損 ※３ 4,698   8,534   

５．固定資産除却損 ※４ 87,306 347,459 0.6 42,625 1,121,276 1.6

税金等調整前当期純利益   4,627,117 7.3  1,609,491 2.3

法人税、住民税及び事業
税

 1,962,173   1,108,447   

法人税等調整額  56,204 2,018,377 3.2 △188,886 919,561 1.3

当期純利益   2,608,739 4.1  689,929 1.0
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(3）連結株主資本等変動計算書

    前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年９月30日　残高

（千円）
2,228,570 2,510,990 9,336,461 △129 14,075,892

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（千円） － － △381,182 － △381,182

当期純利益（千円） － － 2,608,739 － 2,608,739

自己株式の取得（千円） － － － △40 △40

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）

（千円）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
－ － 2,227,556 △40 2,227,516

平成19年９月30日　残高

（千円）
2,228,570 2,510,990 11,564,018 △169 16,303,408

評価・換算差額等

　　純資産合計
その他有価証券評価
差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
評価・換算差額等合
計

平成18年９月30日　残高

（千円）
107,425 26,693 △5,293 128,826 14,204,718

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（千円） － － － － △381,182

当期純利益（千円） － － － － 2,608,739

自己株式の取得（千円） － － － － △40

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）

（千円）

△125,379 14,618 4,946 △105,815 △105,815

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
△125,379 14,618 4,946 △105,815 2,121,701

平成19年９月30日　残高

（千円）
△17,953 41,311 △347 23,010 16,326,419
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    当連結会計年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年９月30日　残高

（千円）
2,228,570 2,510,990 11,564,018 △169 16,303,408

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（千円） － － △490,091 － △490,091

当期純利益（千円） － － 689,929 － 689,929

自己株式の取得（千円） － － － △241 △241

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）

（千円）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
－ － 199,838 △241 199,597

平成20年９月30日　残高

（千円）
2,228,570 2,510,990 11,763,856 △410 16,503,005

評価・換算差額等

　　純資産合計
その他有価証券評価
差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
評価・換算差額等合
計

平成19年９月30日　残高

（千円）
△17,953 41,311 △347 23,010 16,326,419

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（千円） － － － － △490,091

当期純利益（千円） － － － － 689,929

自己株式の取得（千円） － － － － △241

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）

（千円）

△43,077 △38,422 △3,372 △84,871 △84,871

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
△43,077 △38,422 △3,372 △84,871 114,725

平成20年９月30日　残高

（千円）
△61,030 2,889 △3,719 △61,860 16,441,145
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

   

１　税金等調整前当期純利益  4,627,117 1,609,491

２　減価償却費  1,073,059 1,168,388

３　のれん償却額  18,524 152,191

４　貸倒損失  130,003 －

５　債務免除益  △38,000 －

６　賃貸原価  7,364 7,572

７　貸倒引当金の増減額（減
少：△） 

 △530,141 930,557

８　退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

 △1,204 6,753

９　役員退職慰労引当金の増
加額

 33,660 32,571

10　賞与引当金の増加額  26,795 8,572

11　役員賞与引当金の増減額
（減少：△） 

 4,200 △92,700

12　工事補償損失引当金の増
減額（減少：△）

 △1,061 85

13　受取利息及び受取配当金  △26,215 △29,378

14　支払利息  223,722 277,965

15　投資不動産売却益  △1,952 －

16　投資有価証券売却益  △49,796 △529

17　投資有価証券評価損  － 153,377

18　固定資産除売却損益
（益：△）

 35,381 △33,177

19　売上債権の増減額（増
加：△） 

 △90,655 576,388

20　たな卸資産の増減額（増
加：△） 

 △6,133,749 283,448

21　その他流動資産の増減額
（増加：△） 

 △775,928 183,995

22　仕入債務の増減額（減
少：△） 

 417,207 △470,758

23　その他流動負債の増減額
（減少：△） 

 445,763 △225,083

24　未払消費税等の増減額
（減少：△）

 46,642 △42,951

25　その他  26,210 5,247

小計  △533,051 4,502,029

26　利息及び配当金の受取額  26,170 29,384

27　利息の支払額  △229,335 △278,643

28　法人税等の支払額  △1,585,844 △2,146,564

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △2,322,062 2,106,206
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前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

   

１　投資有価証券の取得によ
る支出

 △334,361 △550,798

２　投資有価証券の売却によ
る収入

 269,576 1,753

３　子会社株式の取得による
支出

※２ △575,152 －

４　子会社株式の取得による
収入

※２ － 774,711

５　有形固定資産の取得によ
る支出

 △1,381,840 △735,773

６　有形固定資産の売却によ
る収入

 110,606 237,374

７　無形固定資産の取得によ
る支出

 △53,740 △96,082

８　投資不動産の取得による
支出

 △46,070 －

９　投資不動産の売却による
収入

 54,934 －

10　貸付けによる支出  △40,051 △50,274

11　貸付金の回収による収入  74,470 86,121

12　その他投資等の増加額  △172,013 △26,300

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △2,093,641 △359,269

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

   

１　短期借入金の純増減額
（減少：△）

 6,300,000 △1,401,000

２　長期借入れによる収入  3,500,000 6,000,000

３　長期借入金の返済による
支出

 △4,794,752 △5,487,727

４　自己株式の取得による支
出

 △40 △241

５　社債の償還による支出  △200,000 △100,000

６　配当金の支払額  △381,182 △490,091

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 4,424,024 △1,479,059

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

 3,483 △1,228

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減
額（減少：△）

 11,804 266,649

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

 519,422 531,226

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

※１ 531,226 797,876
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

  該当事項はありません。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社は以下の７社であります。　　

 アートバンライン㈱ 

 アートプランニング㈱

          フットワークインターナショナル㈱

          ㈱コティ

          ㈱グレース

 ART VAN LINES USA,INC.

 ART VAN LINES (H.K.) LIMITED

㈱コティ及び㈱グレースは、平成19年９月に株

式を取得しており、平成19年９月30日をみなし

取得日としているため、当連結会計年度の連結

財務諸表には、貸借対照表のみを連結しており

ます。

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社は以下の８社であります。　　

 アートバンライン㈱ 

 アートプランニング㈱

          フットワークインターナショナル㈱

          ㈱コティ

          ㈱グレース

          ㈱ダック

 ART VAN LINES USA,INC.

 ART VAN LINES (H.K.) LIMITED

上記のうち、㈱ダックについては、当連結会計

年度において新たに株式を取得したため、連結

子会社に含めております。　

(2）非連結子会社は以下の１社であります。

 FOOTWORK U.K. LIMITED

 　　 　（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社１社は、小規模であり、総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲から除いております。

(2）非連結子会社は以下の１社であります。

 FOOTWORK U.K. LIMITED

 　　 　（連結の範囲から除いた理由）

同左

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

同左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちART VAN LINES USA,INC.及びART 

VAN LINES (H.K.) LIMITEDの決算日は７月31日であり

ます。連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現

在の財務諸表を使用しております。ただし、８月１日

から連結決算日９月30日までの期間に発生した重要な

取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

また、連結子会社のうち㈱コティの決算日は６月30日、

㈱グレースの決算日は３月31日であります。連結財務

諸表の作成に当たっては、連結決算日現在で実施した

仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちART VAN LINES USA,INC.及びART 

VAN LINES (H.K.) LIMITEDの決算日は７月31日であり

ます。連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現

在の財務諸表を使用しております。ただし、８月１日

から連結決算日９月30日までの期間に発生した重要な

取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

連結子会社のうち㈱コティの決算日は従来６月30日、

㈱グレースの決算日は従来３月31日でありましたが、

当連結会計年度より９月30日に変更しております。 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

 　　　　子会社株式

 　　　　　移動平均法による原価法

その他有価証券

①　時価のあるもの

 　　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　  (評価差額は全部純資産直入法により処

　　　　　　　 理し、売却原価は主として移動平均法に

　　　　　　　 より算定）

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

 　　　　子会社株式

 　　　　　同左

その他有価証券

①　時価のあるもの

 　　　　　　　同左
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前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

②　時価のないもの

移動平均法による原価法

②　時価のないもの

同左 

ロ　たな卸資産

商品

主として移動平均法による原価法

ロ　たな卸資産

商品

同左

販売用車輌及び販売用不動産

個別法による原価法

販売用車輌及び販売用不動産

同左

仕掛品

個別法による原価法

仕掛品

同左

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

貯蔵品

同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年４月１日以後に取得した

建物（附属設備を除く）については定額法を採用

しております。また、平成10年３月31日以前取得

の建物（附属設備を除く）の耐用年数については、

平成10年度の法人税法改正前の耐用年数を継続適

用しており、平成10年４月１日以後取得のものに

ついては、改正後の耐用年数を適用しております。

在外連結子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年４月１日以後に取得した

建物（附属設備を除く）については定額法を採用

しております。また、平成10年３月31日以前取得

の建物（附属設備を除く）の耐用年数については、

平成10年度の法人税法改正前の耐用年数を継続適

用しており、平成10年４月１日以後取得のものに

ついては、改正後の耐用年数を適用しております。

在外連結子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10年　～　65年

機械装置及び運搬具 ３年　～　15年

その他 ２年　～　20年

建物及び構築物 10年　～　65年

機械装置及び運搬具 ３年　～　15年

その他 ２年　～　20年

(追加情報)

当社及び国内連結子会社は、法人税法改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益は、それぞれ27,900千円減少し

ております

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しております。　

ロ　無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）による定額法を採

用しております。

ロ　無形固定資産

同左

ハ　投資不動産

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ハ　投資不動産

  同左

 

 

建物及び構築物 47年　～　50年   
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前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

同左

ロ　賞与引当金

当社及び国内連結子会社は従業員の賞与の支給に

充てるため、支給対象期間に応じた支給見込額を

計上しております。 

ロ　賞与引当金

同左

ハ　役員賞与引当金

当社及び国内連結子会社は役員の賞与の支給に充

てるため、支給見込額を計上しております。

ニ　工事補償損失引当金

国内連結子会社の一部は完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の

見積補償額に基づいて計上しております。

ハ　役員賞与引当金

　同左

 

ニ　工事補償損失引当金

同左

ホ　退職給付引当金

当社及び国内連結子会社の一部は従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生している額を計上してお

ります。

なお、退職給付債務の認識は、適格退職年金の制

度ごとに行っており、資産等が債務を超過する制

度については、前払年金費用として表示しており

ます。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。

ホ　退職給付引当金

　同左

 

 

へ　役員退職慰労引当金

当社及び国内連結子会社の一部は役員の退職慰労

金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基

づく当連結会計年度末における要支給額を計上し

ております。

へ　役員退職慰労引当金

　同左

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社の資産、負債及び収

益、費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

　同左

(5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

(6）重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約、

通貨スワップについては振当処理を、特例処理の

要件を満たしている金利スワップについては特例

処理を採用しております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

同左

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段……為替予約、通貨スワップ

ヘッジ対象……販売用車輌輸入による外貨建買

入債務及び外貨建予定取引

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段……同左

ヘッジ対象……同左

ｂ．ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金

ｂ．ヘッジ手段……同左

ヘッジ対象……同左

ハ　ヘッジ方針

為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジする

ために為替予約取引、通貨スワップ取引及び金利

スワップ取引を行っております。同取引の実行及

び管理は、取引手続・権限等を定めた社内規則に

則って行っております。

ハ　ヘッジ方針

同左

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同

一であり、ヘッジ開始時及び、その後も継続して

金利及び為替の変動による影響を相殺または一定

範囲に限定する効果が見込まれるため、ヘッジの

有効性の判定は省略しております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんの償却については、５年間で均等償却しており

ます。

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　同左

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

(減価償却方法の変更）  

当連結会計年度より、平成19年税制改正による減価償

却方法を採用しており、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産の減価償却方法については、改正後の法

人税法に基づく方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

―――――――――――
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「のれん」

と表示しております。

――――――――――

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度より「のれん

償却額」と表示しております。
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追加情報

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

 ―――――――――― 係争事件

　①㈱第一エージェンシーからの訴訟事件

　平成20年６月27日付で㈱第一エージェンシー（広告

業者）から225,750千円の未払金請求訴訟を提起されて

おります。

　同社は、当社が広告出稿の委託を行った委託先から

同業務の再委託を受け、広告を実施したにも関わらず

委託先が支払わないため、当社にその代金の支払を求

めてきたものであります。その後、同社は、委託・再

委託及び広告実施の事実はなく、上記の委託先ではな

い別の広告業者への融資を行ったものであり、当社が

それについて支払保証をしていたと主張を変えており

ます。

　当社は、同社が主張する融資の主張・立証がなされ

ておらず、また、当社の支払保証行為も存在しないた

め、当社への請求に理由はないものと判断しておりま

す。

　②㈱大広からの訴訟事件

　平成20年８月28日付で㈱大広（広告業者）から

1,177,227千円の広告代金等請求訴訟を提起されており

ます。

　同社は、当社の平成19年11月から平成20年３月まで

の広告出稿について、他の広告業者から、広告業者間

の「まわし」取引への参加を要請されて引き受け、そ

の結果、当社に対して広告代金の支払を求めてきたも

のであります。

　なお、同社によると「まわし」取引とは、広告主と

媒体社との広告取引ルートに再取次という形態で複数

の広告業者が介在する広告業界の取引習慣であるとの

主張であります。

　当社は、広告業者に「まわし」取引に関する権限を

与えたことはなく、また、同社が主張する広告出稿に

ついて、広告料金は全額他の広告業者にすでに支払済

みであります。「まわし」取引に関する請求は、広告

業者間で決済すべき問題であり、当社への請求に理由

はないものと判断しております。

　③㈱東急エージエンシーからの訴訟事件

　平成20年10月28日付で㈱東急エージエンシー（広告

業者）から1,227,061千円の委託代金等請求訴訟を提起

されております。

　同社は、当社が当社及び当社子会社の広告出稿を委

託した別の広告業者に対して支払うべき広告料の立替

払いを当社から委任され、立替払いをしたが、当社が

立替払金を支払わない、また、当社から広告出稿を委

託されたが、当社が広告料を支払わないとして、その

支払を求めてきたものであります。

　当社は、広告出稿を委託した広告業者には広告料を

全額支払っており、同社に立替払いを委任したことは

なく、また、同社が主張する同社への広告出稿を委託

したこともありません。したがって、これらの請求は

広告業者間で決済すべき問題であり、当社への請求に

理由はないものと判断しております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年９月30日）

当連結会計年度
（平成20年９月30日）

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資その他の資産  

その他（関係会社株式）    210,000千円

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資その他の資産  

その他（関係会社株式）    210,000千円

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産

建物及び構築物    1,685,018千円

土地    5,464,789千円

計 7,149,807千円

建物及び構築物 1,622,319千円

土地 5,464,789千円

計 7,087,108千円

上記に対応する債務は次のとおりであります。 上記に対応する債務は次のとおりであります。

短期借入金    2,246,300千円

１年内返済予定の長期借入金   2,102,400千円

長期借入金    3,163,300千円

計 7,512,000千円

短期借入金 1,139,400千円

１年内返済予定の長期借入金 1,669,600千円

長期借入金 4,703,000千円

計 7,512,000千円

３．――――――――――――――― ３．偶発債務 

係争事件

　追加情報①、②に記載のとおり、当社は、連結決

算日現在、広告業者２社から総額1,402,977千円の

未払金及び広告代金等請求訴訟を提起されておりま

す。 

４．当社は資金調達の効率化を図るため、取引銀行９行

と当座貸越契約を締結しております。これら契約に

基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当座貸越極度額 13,900,000千円

借入実行残高 9,200,000千円

差引額 4,700,000千円

４．当社は資金調達の効率化を図るため、取引銀行９行

と当座貸越契約を締結しております。これら契約に

基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当座貸越極度額 12,900,000千円

借入実行残高 9,000,000千円

差引額 3,900,000千円

※５．連結会計年度末日満期手形の処理

連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換

日をもって決済処理をしております。

従って、当連結会計年度末日は金融機関の休日のた

め、次のとおり連結会計年度末日満期手形が連結会

計年度末残高に含まれております。

受取手形 33,186千円

※５．――――――――――――――
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

広告宣伝費 2,368,991千円

貸倒引当金繰入額 34,749千円

給料及び賞与 3,733,153千円

賞与引当金繰入額 209,038千円

役員賞与引当金繰入額 99,200千円

退職給付費用 68,331千円

役員退職慰労引当金繰入額 38,240千円

広告宣伝費 3,262,947千円

貸倒引当金繰入額 42,967千円

給料及び賞与 4,561,116千円

賞与引当金繰入額 210,533千円

役員賞与引当金繰入額 6,500千円

退職給付費用 63,346千円

役員退職慰労引当金繰入額 36,871千円

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 56,624千円

  

建物及び構築物 60,524千円

機械装置及び運搬具 10,491千円

土地 13,320千円

　計 84,336千円

※３．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 4,698千円 建物及び構築物 1,934千円

機械装置及び運搬具 6,490千円

その他(工具器具備品) 109千円

　計 8,534千円

※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 85,318千円

機械装置及び運搬具 530千円

その他（工具器具備品） 1,457千円

計 87,306千円

※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 38,847千円

機械装置及び運搬具 627千円

その他(工具器具備品) 2,592千円

その他（ソフトウェア） 557千円

計 42,625千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

 前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

 　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数 (株）

当連結会計年度増加
株式数 (株）

当連結会計年度減少
株式数 (株）

当連結会計年度末株
式数 (株）

発行済株式

普通株式 10,891,000 － － 10,891,000

合計 10,891,000 － － 10,891,000

自己株式

普通株式（注） 61 12 － 73

合計 61 12 － 73

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加12株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 　２．配当に関する事項

 　 (１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月22日

定時株主総会
普通株式 381,182 35 平成18年９月30日 平成18年12月25日

 　(２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの

 　　　　 次のとおり、決議を予定しております。

決議予定 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月21日

定時株主総会
普通株式 490,091 利益剰余金 45 平成19年９月30日 平成19年12月25日
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 当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

 　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数 (株）

当連結会計年度増加
株式数 (株）

当連結会計年度減少
株式数 (株）

当連結会計年度末株
式数 (株）

発行済株式

普通株式 10,891,000 － － 10,891,000

合計 10,891,000 － － 10,891,000

自己株式

普通株式（注） 73 104 － 177

合計 73 104 － 177

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加104株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 　２．配当に関する事項

 　 (１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月21日

定時株主総会
普通株式 490,091 45 平成19年９月30日 平成19年12月25日

 　(２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの

 　　　　 次のとおり、決議を予定しております。

決議予定 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年12月22日

定時株主総会
普通株式 490,087 利益剰余金 45 平成20年９月30日 平成20年12月24日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている現金及び預金勘定の金額は一致してお

ります。

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

同左

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに㈱コティおよび㈱グレース

を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに㈱コティおよび㈱グレース株式の取得価額と

㈱コティおよび㈱グレース取得のための支出（純額）

との関係は次のとおりであります。

 

㈱コティ

流動資産 191,627千円

固定資産 60,103千円

のれん 140,809千円

流動負債 △202,541千円

固定負債 △102,500千円

㈱コティ株式の取得価額 87,499千円

㈱コティ現金及び現金同等物 35,596千円

差引：㈱コティ取得のための支

出  

51,903千円

  

㈱グレース

流動資産 60,267千円

固定資産 167,366千円

のれん 509,149千円

流動負債 △101,882千円

固定負債 △74,495千円

㈱グレース株式の取得価額 560,407千円

㈱グレース現金及び現金同等物 37,158千円

差引：㈱グレース取得のための

支出  

523,248千円

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに㈱ダックを連結したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに㈱ダック

株式の取得価額と㈱ダック取得による収入（純額）と

の関係は次のとおりであります。

 

㈱ダック

流動資産 1,030,234千円

固定資産 769,657千円

のれん 18,373千円

流動負債 △1,600,608千円

固定負債 　△217,450千円

㈱ダック株式の取得価額  208千円

㈱ダック現金及び現金同等物 774,919千円

差引：㈱ダック取得による収入  774,711千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械装置
及び運搬具

455,936 227,018 228,917

その他（工具
器具備品）

360,955 165,081 195,874

その他（ソフ
トウェア）

174,870 54,560 120,309

合計 991,762 446,661 545,101

 

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

減損損失
累計額相
当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械装置及
び運搬具

796,147 363,196 18,903 414,047

その他
（工具器具
備品）

370,093 189,028 － 181,064

その他
（ソフト
ウェア）

159,443 71,561 － 87,881

合計 1,325,684 623,786 18,903 682,993

(2）未経過リース料期末残高相当額等

 　　未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

 　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 182,307千円

１年超 385,118千円

合計 567,426千円

１年内 258,190千円

１年超 467,249千円

合計 725,440千円

リース資産減損勘定の残高 8,959千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 230,714千円

減価償却費相当額 200,569千円

支払利息相当額 21,578千円

支払リース料 274,358千円

リース資産減損勘定の取崩額 6,995千円

減価償却費相当額 249,886千円

支払利息相当額 21,351千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 4,759千円

１年超 17,760千円

合計 22,519千円

 

 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 19,651千円

１年超 50,660千円

合計 70,311千円

 

  (減損損失）

  リース資産に配分された減損損失はありません。

 

  (減損損失）

  ―――――――――――――――
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年９月30日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価
（千円）

連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 227,199 306,387 79,188

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 227,199 306,387 79,188

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 463,527 354,505 △109,022

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 463,527 354,505 △109,022

合計 690,726 660,892 △29,834

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

345,806 51,925 2,129

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

(１）その他有価証券  

　非上場株式 61,385

　投資事業組合出資 106,725

(２）子会社株式 210,000
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当連結会計年度（平成20年９月30日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価
（千円）

連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 435,193 490,080 54,886

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 435,193 490,080 54,886

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 553,443 396,102 △157,340

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 553,443 396,102 △157,340

合計 988,636 886,182 △102,454

（注）　当連結会計年度において、有価証券について153,377千円（その他有価証券で時価のある株式153,377千円）の減
損処理を行っております。
　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行
い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており
ます。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

1,753 529 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

(１）その他有価証券  

　非上場株式 162,161

　投資事業組合出資 101,211

(２）子会社株式 210,000
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１．取引の状況に関する事項

(1）取引の内容及び利用目的等

当企業集団では、当社においてのみデリバティブ取

引を利用しております。

通常の営業活動における輸入取引に係る為替変動リ

スクに備えるため、為替予約取引及び通貨スワップ

取引を行っております。

また、借入金の調達金利の変動リスクを回避するた

め、金利スワップ取引を行っております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。その内容については「連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項　４．会計処

理基準に関する事項　(6）重要なヘッジ会計の方

法」に記載しております。

１．取引の状況に関する事項

(1）取引の内容及び利用目的等

同左

(2）取引に対する取組方針

為替予約取引及び通貨スワップ取引については、輸

入車の代金及び輸入経費に振当てるための買建に限

定することとし、投機目的のためにデリバティブ取

引は行わない方針であります。

また、金利スワップ取引については、将来の金利上

昇が支払利息に及ぼす影響を一定の範囲に限定する

ための買建に限定することとし、投機目的のために

デリバティブ取引は行わない方針であります。

なお、現在のところ為替予約取引、通貨スワップ取

引及び金利スワップ取引以外のデリバティブ取引は

行っておりません。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引に係るリスクの内容

利用している為替予約取引、通貨スワップ取引及び

金利スワップ取引は、為替相場及び市場金利の変動

によるリスクを有しております。契約先には信用度

の高い国内の金融機関を選定しているため、相手方

の契約不履行によるリスクはほとんどないものと判

断しております。

(3）取引に係るリスクの内容

同左

(4）取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引については、社内の規程に従い経

理部において実行及び管理を行っております。

(4）取引に係るリスク管理体制

同左

２．取引の時価等に関する事項

当社の行っているデリバティブ取引はすべてヘッジ

会計が適用されているため、記載の対象から除いて

おります。

２．取引の時価等に関する事項

　同左
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度

として、適格退職年金制度を採用しており、一部の国

内連結子会社は、中小企業退職共済制度を採用してお

ります。

２．退職給付債務に関する事項（平成19年９月30日）

①退職給付債務の額 △1,573,261千円

②年金資産 2,382,475千円

③未積立退職給付債務（①＋②） 809,213千円

④未認識数理計算上の差異 △142,189千円

⑤前払年金費用 682,493千円

⑥退職給付引当金(③＋④－⑤）  △15,469千円

(注）連結子会社の退職給付債務の算定方法は簡便法を採

用しております。

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度

として、適格退職年金制度を採用しており、一部の国

内連結子会社は、中小企業退職共済制度を採用してお

ります。

２．退職給付債務に関する事項（平成20年９月30日）

①退職給付債務の額 △1,771,584千円

②年金資産 2,175,389千円

③未積立退職給付債務（①＋②） 403,805千円

④未認識数理計算上の差異 417,103千円

⑤前払年金費用 876,566千円

⑥退職給付引当金(③＋④－⑤）  △55,657千円

(注）連結子会社の退職給付債務の算定方法は簡便法を採

用しております。

３．退職給付費用に関する事項（自平成18年10月１日　至

平成19年９月30日）

３．退職給付費用に関する事項（自平成19年10月１日　至

平成20年９月30日）

①勤務費用 180,179千円

②利息費用 26,902千円

③期待運用収益 △88,347千円

④数理計算上の差異の費用処理額 △8,142千円

⑤制度変更による一時金支給 1,458千円

⑥退職給付費用 112,051千円

①勤務費用 209,373千円

②利息費用 30,858千円

③期待運用収益 △99,438千円

④数理計算上の差異の費用処理額 △38,401千円

⑤制度変更による一時金支給 565千円

⑥退職給付費用 102,957千円

上記退職給付費用以外に中小企業退職金共済制度への

掛金拠出額18,556千円があります。

上記退職給付費用以外に中小企業退職金共済制度への

掛金拠出額19,504千円があります。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項（平成19年

９月30日）

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項（平成20年

９月30日）

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 4.2％

④数理計算上の差異の処理年数 発生年度の翌連

結会計年度から

　５年で償却

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 4.2％

④数理計算上の差異の処理年数 発生年度の翌連

結会計年度から

　　５年で償却

  

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。

 

同左
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年９月30日）

当連結会計年度
（平成20年９月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 208,037千円

繰越欠損金 38,195千円

その他 191,798千円

繰延税金資産（流動）小計 438,031千円

評価性引当額 △12,562千円

繰延税金資産（流動）計 425,469千円

繰延税金負債（流動）  

  繰延ヘッジ損益 28,236千円

繰延税金負債（流動）計 28,236千円

繰延税金資産（流動）の純額 397,232千円

繰延税金資産（固定）  

投資有価証券評価損 83,824千円

貸倒引当金 56,251千円

役員退職慰労引当金 363,727千円

減損損失 428,014千円

繰越欠損金 48,227千円

その他 388,434千円

繰延税金資産（固定）小計 1,368,480千円

評価性引当額 △646,312千円

繰延税金資産（固定）計 722,167千円

繰延税金負債（固定）  

前払年金費用 277,092千円

その他有価証券評価差額金 581千円

その他 4,937千円

繰延税金負債（固定）計 282,610千円

繰延税金資産（固定）の純額 439,557千円

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 214,646千円

その他 124,493千円

繰延税金資産（流動）小計 339,139千円

評価性引当額 △20,777千円

繰延税金資産（流動）計 318,362千円

繰延税金負債（流動）  

  繰延ヘッジ損益 1,975千円

繰延税金負債（流動）計 1,975千円

繰延税金資産（流動）の純額 316,387千円

繰延税金資産（固定）  

投資有価証券評価損 146,305千円

貸倒引当金 428,887千円

役員退職慰労引当金 376,960千円

減損損失 468,651千円

繰越欠損金 922,419千円

その他 441,015千円

繰延税金資産（固定）小計 2,784,239千円

評価性引当額 △1,657,754千円

繰延税金資産（固定）計 1,126,485千円

繰延税金負債（固定）  

前払年金費用 355,886千円

その他有価証券評価差額金 328千円

その他 24,026千円

繰延税金負債（固定）計 380,240千円

繰延税金資産（固定）の純額 746,244千円

　　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 316,387千円

固定資産－繰延税金資産 764,800千円

固定負債－繰延税金負債 △18,555千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9％

留保金課税額 3.0％

住民税等均等割額 1.3％

繰越欠損金 △2.4％

評価性引当額 0.7％

その他 △1.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.6％

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.9％

のれんの償却額 3.8％

住民税等均等割額 5.1％

繰越欠損金 △1.7％

評価性引当額 10.8％

未払法人税等の取崩額 △5.6％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.1％

アートコーポレーション株式会社（9030）平成 20 年９月期決算短信

－ 35 / 65 －



（企業結合等関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

――――――――――――

 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った

主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式及び取得

した議決権比率

(1）被取得企業の名称及び事業の内容

株式会社ダック　 引越サービス

(2）企業結合を行った主な理由

　当社の中核事業である引越事業につきましては、

「the0123」ブランドで拡大を続けております。今

後、より幅広い顧客層の引越需要を取り込み、当社

グループにおける引越事業のより一層の拡大を目指

して、「ダック引越センター」ブランドで関東中心

に引越事業を展開している同社を傘下に収め、二つ

のブランドで引越事業を展開するためのものであり

ます。

(3）企業結合日  　　平成19年10月17日

(4）企業結合の法的形式　　　株式取得

(5）取得した議決権比率　　　　90.0％

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成19年10月１日から平成20年９月30日まで

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

　取得の対価（現金）　　　　 208千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償

却期間

(1）発生したのれんの金額　18,373千円

(2）発生原因

　今後の事業展開によって期待される将来の超過収

益力の合理的な見積りにより発生したものでありま

す。

(3）償却の方法及び期間

　　　　　　　　５年間で均等償却

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額

並びにその主な内訳

(1）資産の額

流動資産 1,030,234千円

固定資産 769,657千円

合計 1,799,892千円

(2）負債の額

流動負債 1,600,608千円

固定負債 217,450千円

合計 1,818,058千円

６．企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定し

た場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額

　企業結合は当期首に完了しているため、当連結会計年

度の連結損益計算書に及ぼす影響はありません。
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日） 

 
引越事業
（千円）

輸入車販売
事業(千円)

国内物流事業
（千円）

住宅関連事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益         

売上高         

(1）外部顧客に対する売上

高
43,030,553 6,979,019 6,035,187 4,921,292 2,630,451 63,596,504 － 63,596,504

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
202,693 351,647 2,596,886 312,221 2,859,470 6,322,918 (6,322,918) －

計 43,233,247 7,330,667 8,632,074 5,233,513 5,489,921 69,919,423 (6,322,918) 63,596,504

営業費用 37,598,369 7,146,007 7,947,260 5,027,707 5,414,797 63,134,141 (4,329,467) 58,804,673

営業利益 5,634,877 184,659 684,814 205,806 75,124 6,785,282 (1,993,451) 4,791,830

Ⅱ　資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出
        

資産 16,957,163 4,986,160 3,418,069 14,295,565 2,955,268 42,612,226 3,212,703 45,824,930

減価償却費 783,744 60,036 126,378 12,537 37,608 1,020,305 75,604 1,095,910

資本的支出 1,065,564 154,082 7,538 25,996 15,185 1,268,367 64,060 1,332,428

当連結会計年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日） 

 
引越事業
（千円）

輸入車販売
事業(千円)

国内物流事業
（千円）

住宅関連事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益         

売上高         

(1）外部顧客に対する売上

高
47,640,956 4,907,777 6,051,126 7,501,496 4,152,363 70,253,720 － 70,253,720

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
192,029 343,627 2,952,070 210,082 2,833,743 6,531,554 (6,531,554) －

計 47,832,986 5,251,405 9,003,196 7,711,578 6,986,106 76,785,274 (6,531,554) 70,253,720

営業費用 43,813,340 5,179,374 8,424,680 7,478,645 7,397,153 72,293,194 (4,757,317) 67,535,876

営業利益 4,019,646 72,030 578,516 232,933 △411,046 4,492,080 (1,774,236) 2,717,843

Ⅱ　資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出
        

資産 16,854,990 5,336,743 3,222,372 13,223,785 2,425,633 41,063,525 3,908,198 44,971,723

減価償却費 934,243 46,607 88,521 8,651 185,574 1,263,598 56,982 1,320,580

資本的支出 711,939 11,915 3,100 270 63,442 790,667 64,126 854,794

(注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分に、当該企業集団における収益の重要性を加味したものを

基準としております。　　　　　　　　　　　　　　
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２．各事業区分に属する主要な内容は次のとおりであります。

事業区分
内部管理上採用してい
る区分

主な内容

引越事業 引越事業 引越及びそれに付帯する各種役務の提供に関する事業

輸入車販売事業 輸入車販売事業 自動車の輸入販売及び車輌のメンテナンスに関する事業

国内物流事業 国内物流事業 国内におけるトラック輸送に関する事業

住宅関連事業 住宅関連事業 住宅の施工・改装等に関する事業

その他の事業 物販事業 ギフト商品、家電製品の小売に関する事業

  ライフサポート事業  保育園運営並びに各種家事支援サービス

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は下記のとおりであります。

 
前連結会計年度

（千円）
当連結会計年度

（千円）
主な内容

消去又は全社の項目に含
めた配賦不能営業費用の
金額

2,026,927 1,801,870
当社本社の経理部、管理部、経営企画
室、企画広報室、監査室等に係る費用

 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は下記のとおりであります。

 
前連結会計年度

（千円）
当連結会計年度

（千円）
主な内容

消去又は全社の項目に含
めた全社資産の金額

4,643,884 3,908,198
当社の金融資産（現金及び預金、投資
有価証券）、繰延税金資産、管理部門
に係る資産

５．追加情報

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(２)イ に記載のとおり、当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合と比較して、減価償却費は「引越事業」で24,589千円、「輸入車販売事業」

で1,503千円、「国内物流事業」で787千円、「住宅関連事業」で509千円、「その他の事業」で38千円、「消

去又は全社」で472千円増加しております。その結果、営業費用はそれぞれ同額増加し、営業利益はそれぞれ

同額減少しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略いたしました。

当連結会計年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略いたしました。
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ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略いたしました。

当連結会計年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略いたしました。

（関連当事者との取引）

前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり純資産額 1,499.08円

１株当たり当期純利益金額  239.53円

１株当たり純資産額 1,509.63円

１株当たり当期純利益金額 63.35円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 2,608,739 689,929

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 2,608,739 689,929

期中平均株式数（千株） 10,890 10,890
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

（株式会社ダックの株式取得）

　当社は、平成19年10月１日開催の取締役会において、

ＳＢＳホールディングス株式会社傘下の引越事業会社で

ある株式会社ダックの株式を取得し子会社化することを

決議し、平成19年10月17日付で譲受手続を完了させ、当

社の連結子会社としております。

 １．株式取得の目的

　当社の中核事業である引越事業につきましては、

「the 0123」ブランドで拡大を続けております。今後、

より幅広い顧客層の引越需要を取り込み、当社グループ

における引越事業のより一層の拡大を目指して、「ダッ

ク引越センター」ブランドで関東中心に引越事業を展開

している同社を傘下に収め、二つのブランドで引越事業

を展開してまいります。

 ２．株式取得の相手会社の名称

 　ＳＢＳホールディングス株式会社

 ３．買収する会社の名称、事業内容、規模

　　商　　号　株式会社ダック

　　事業内容　引越サービス

　　従業員数　213名

　　拠点数　　直営９拠点

 ４．株式取得の時期

　　 株券引渡　平成19年10月17日

 ５．取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

　　取得株式数　　　　208,044株

　　取得価額　　　　　208,044円

　　取得後の持分比率　　 90.0％

（係争事件）

　追加情報③に記載のとおり、当社は、平成20年10月28日

付で広告業者から1,227,061千円の委託代金等請求訴訟を

提起されております。

（自己株式の取得）

　当社は、平成20年11月14日開催の取締役会において、

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決

議し、当該決議に基づき以下のとおり自己株式の取得を

実施いたします。

 １．自己株式の取得を行う理由

　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を実施

するとともに、株主還元及び資本効率の向上を図るた

め、自己株式の取得を行うものであります。

 ２．取得の内容

（１）取得する株式の種類  　 当社普通株式

（２）取得する株式の総数  　　　200,000株（上限）

　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に

　　　　　　対する割合（1.84％））

（３）株式の取得価額の総額  　300,000千円（上限）

（４）取得する期間   平成20年11月17日から

　　　　　　　　     平成20年12月25日まで

（５）取得の方法　 　市場買付
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